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持分法を適用した非連結子会社

の名称等

ＨＵＬＦＴ　Ｐｔｅ．Ｌｔｄ．

連結注記表

１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ２社

連結子会社名 世存信息技術（上海）有限公司

ＨＵＬＦＴ，　Ｉｎｃ．

主要な非連結子会社の名称等 ＨＵＬＦＴ　Ｐｔｅ．Ｌｔｄ．

連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、小規模会社であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ

していないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち世存信息技術（上海）有限公司の決算日は12月31日であり、連結決算日現在

で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

　なお、ＨＵＬＦＴ，　Ｉｎｃ．の決算日は連結決算日と一致しております。
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建物及び構築物 ８年～18年

工具、器具及び備品 ２年～20年

・市場販売目的のソフトウェア 製品ごとの未償却残高を見込販売収益を基礎として当連結会

計年度の実績販売収益に対応して計算した金額と残存有効期

間に基づく均等配分額のいずれか多い金額で償却しておりま

す。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券

・満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

・その他有価証券

時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）

なお、組込デリバティブを区分して測定することができない

複合金融商品は、全体を時価評価し、評価差額を損益に計上

しております。

時価のないもの 移動平均法による原価法

ロ. デリバティブ

時価法

ハ. たな卸資産

　たな卸資産の評価基準は原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法）によっております。

・商品 個別法

・仕掛品 個別法

・貯蔵品 先入先出法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産

・有形固定資産 定額法によっております。

（リース資産以外） なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

・リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ

っております。

なお、主なリース期間は５年～６年です。

ロ. 無形固定資産
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・自社利用のソフトウェア

（リース資産以外）

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

イ. 完成工事高及び完成工事

原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認

められるプロジェクトについては工事進行基準を適用し、そ

の他のプロジェクトについては、工事完成基準を適用してお

ります。なお、工事進行基準を適用するプロジェクトの当連

結会計年度末における進捗度の見積りは原価比例法によって

おります。

ロ. のれんの償却方法及び

償却期間

10年間の定額法により償却しております。

・リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産リ

ース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ

ております。

なお、主なリース期間は５年～６年です。

③ 重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

ロ. 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち

当連結会計年度の負担額を計上しております。

ハ. 受注損失引当金 受注案件に係る将来の損失に備えるため、受注済案件のう

ち当連結会計年度末において将来の損失が見込まれ、か

つ、当該損失額を合理的に見積ることが可能なものについ

ては、翌連結会計年度以降に発生が見込まれる損失額を引

当計上しております。なお、当該引当金は、これに対応す

る仕掛品と相殺表示しております。

二. 事業整理損失引当金 事業の整理に伴い発生する将来の損失に備えるため、今後

発生すると見込まれる損失額を計上しております。

④ その他連結計算書類作成のための重要な事項
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ハ. 退職給付に係る会計処理

の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会

計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理し

ております。

ニ. 消費税等の会計処理 税抜方式を採用しております。

２.会計上の見積りに関する注記

　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌

連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

　繰延税金資産　1,279,629千円 

　繰延税金資産の認識は、将来減算一時差異に加え税務上の繰越欠損金も勘案のうえ、将来の事業

計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っております。

　当該見積りは、事業計画の基礎となる事業成長率等の一定の仮定を置いていますが、当該仮定は

将来の不確実な経済条件の変動等によって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の

時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の

金額に重要な影響を与える可能性があります。

３. 表示方法の変更

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号2020年３月31日）を当連結

会計年度の年度末に係る連結財務諸表から適用し、連結財務諸表に重要な会計上の見積りに関す

る注記を記載しております。
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  有形固定資産の減価償却累計額 4,431,322千円

用途 種類 場所

リンケージ事業資産 工具、器具及び備品 東京都江東区

ソフトウェア

４. 追加情報

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症の影響については、今後の広がり方や収束時期等を正確に予測する

ことは困難な状態であるものの、ワクチンの普及等により緩やかに景気が回復していくことが予

測され、今後の業績への影響は限定的なものであると仮定して、固定資産の減損会計や繰延税金

資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。

なお、現在入手可能な情報に基づいて会計上の見積り・判断を行っておりますが、新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大の状況や影響については不確定要素が多いため、その状況によっては

今後の当社グループの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

５. 連結貸借対照表に関する注記

６. 連結損益計算書に関する注記

減損損失

当社グループは、以下の資産について減損損失を計上しております。

当社グループは、事業用資産について各事業セグメントを基礎としつつ、経営管理単位を勘案

しグルーピングを行っております。

上記のリンケージ事業資産については、データ連携基盤構築サービスを中心に新規顧客の契約

数増加及び既存顧客との取引拡大が進展したものの、今後の事業拡大を目指した人員増加等に伴

う販売費及び一般管理費の増加等による事業の収益性低下が今後一定期間見込まれることに伴

い、所有している固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額いたしました。当該減少額は、減

損損失として18,232千円を計上しております。

減損損失の内訳は、工具、器具及び備品7,533千円、ソフトウエア10,698千円であります。

なお、当該資産の回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フ

ローに基づく使用価値が見込めないため、回収可能価額を零として評価しております。
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株式の種類
当連結会計年度
期首株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株 式 数 ( 千 株 )

普 通 株 式 16,200 － － 16,200

・配当金の総額 728,977千円

・１株当たり配当金額 45円

・基準日 2020年３月31日

・効力発生日 2020年６月18日

・配当金の総額 647,977千円

・１株当たり配当金額 40円

・基準日 2020年９月30日

・効力発生日 2020年12月４日

・配当金の総額 728,973千円

・１株当たり配当金額 45円

・基準日 2021年３月31日

・効力発生日 2021年６月24日

７. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

2020年６月17日開催の第51期定時株主総会決議による配当に関する事項

2020年10月29日開催の取締役会決議による中間配当に関する事項

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

2021年６月23日開催の第52期定時株主総会決議において次のとおり付議いたします。

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

(3) 当連結会計年度末における新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。
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８. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、運転資金及び設備資金については原則として自己資金を充当することとし

つつも、資金計画等に照らして、必要な資金を銀行等からの借入により調達しております。余

剰資金の運用については、短期運用は預金等、長期運用は主に安全性の高い債券等を対象に運

用しております。

　また、運用の判断は安全性（元金や利子の支払に対する確実性）、流動性（換金の制約や換

金の容易性）、収益性（利息、配当等の収益）を考慮して行っております。

② 金融商品の内容及びそのリスク

　受取手形及び売掛金は事業活動から生じた営業債権であり顧客の信用リスクが存在します。

有価証券及び投資有価証券は主に金銭信託、債券及び業務上の関係を有する企業の株式等であ

り、市場価格の変動リスク及び発行体の信用リスク等が存在します。敷金は主に事業所を賃借

する際に支出したものであり、預入先の信用リスクが存在します。

　支払手形及び買掛金は事業活動から生じた営業債務であり、全て１年以内に支払期日が到来

します。設備関係未払金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、設備投資等に係

る資金調達を目的としたものであります。未払法人税等は法人税、住民税及び事業税に係る債

務であり、全て１年以内に納付期日が到来します。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

（ア）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　受取手形及び売掛金については、営業管理規程に従い営業管理担当部門で取引先の信用

状況を把握するとともに、債権管理規程に従い財務経理担当部門で債権回収の期日管理を

行い、回収懸念の早期把握に努めております。

　債券については、金融資産運用管理規程に基づき一定の格付以上のものを投資対象とし

信用リスクの軽減を図っております。

　敷金については、信用度の高い企業と賃貸借契約を結ぶこととしております。

（イ）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　有価証券や投資有価証券については、定期的に時価や発行会社の財政状態等を把握し、

満期保有目的の債券以外のものは、定期的に保有継続について検討を行っております。

（ウ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　手許流動性については、財務経理担当部門で月次において将来一定期間の資金収支の見

込を作成するとともに、その見込との乖離を随時把握することで流動性リスクを管理して

おります。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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連結貸借対照表
計 上 額

（千円）

時 価
（千円）

差 額
（千円）

(1) 現金及び預金 11,430,201 11,430,201 －

(2) 受取手形及び売掛金 2,496,847

貸倒引当金　※ △108

2,496,738 2,496,738 －

(3) 有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 22,397 22,397 －

(4) 敷金 580,379 580,379 －

資産計 14,529,717 14,529,717 －

(1) 支払手形及び買掛金 899,751 899,751 －

(2) リース債務
（１年内返済予定含む）

57,973 58,377 403

(3) 設備関係未払金 347,706 347,706 －

(4) 未払法人税等 153,269 153,269 －

負債計 1,458,700 1,459,104 403

⑤ 信用リスクの集中

　当連結会計年度の連結決算日における営業債権のうち44.9％は大口顧客２社に対するもので

あります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めており

ません（（注）２を参照ください。）。

※受取手形及び売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。

（注）１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金

　すべて短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。
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(2) 受取手形及び売掛金

　すべて短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

　なお、信用リスクを個別に把握することが困難なため、貸倒引当金を信用リスクとみな

し、それを控除したものを帳簿価額とみなしております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

　時価については、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引金融機関から提示さ

れた価格によっております。

(4) 敷金

　時価の算定は、合理的に見積もった敷金の返還予定時期に基づき、国債の利率で割り引

いた現在価値によっております。なお、国債の利率がマイナスの場合は、割引率をゼロと

して時価を算定しております。

負債

(1) 支払手形及び買掛金、(3) 設備関係未払金、(4) 未払法人税等

　すべて短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

(2) リース債務（１年内返済予定含む）

　時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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区 分
連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

（千円）

関 係 会 社 株 式 102,245

非 上 場 株 式 160,951

そ の 他 525,303

合 計 788,499

区 分
１ 年 以 内
（千円）

１ 年 超
２ 年 以 内
（千円）

２ 年 超
３ 年 以 内
（千円）

３ 年 超
４ 年 以 内
（千円）

４ 年 超
５ 年 以 内
（千円）

リ ー ス 債 務 49,288 3,667 2,801 1,895 321

(1) １株当たり純資産額 866円53銭

(2) １株当たり当期純利益 151円91銭

親会社株主に帰属する当期純利益 2,460,782千円

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 2,460,782千円

普通株式の期中平均株式数 16,199,461株

（注）２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(1) 関係会社株式及び非上場株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められるため、「資産(3) 有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

(2) その他は、投資事業有限責任組合への出資金（連結貸借対照表計上額25,303千円）及び

合同運用指定金銭信託（連結貸借対照表計上額500,000千円）であり、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるもので構成されているため、「資産(3) 有価証券及び投

資有価証券」には含めておりません。

（注）３ リース債務の連結決算日後の返済予定額

９. １株当たり情報に関する注記

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
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建物 ８年～18年

工具、器具及び備品 ２年～20年

イ. 市場販売目的のソフトウェ

ア

製品ごとの未償却残高を見込販売収益を基礎として当事業年

度の実績販売収益に対応して計算した金額と残存有効期間に

基づく均等配分額のいずれか多い金額で償却しております。

ロ. 自社利用のソフトウェア

（リース資産以外）

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

イ. 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

ロ. 子会社株式 移動平均法による原価法

ハ. その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出）

なお、組込デリバティブを区分して測定することができない

複合金融商品は、全体を時価評価し、評価差額を損益に計上

しております。

・時価のないもの 移動平均法による原価法

② デリバティブ 時価法

③ たな卸資産

　たな卸資産の評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）

によっております。

イ. 商品 個別法

ロ. 仕掛品 個別法

ハ. 貯蔵品 先入先出法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

イ. 有形固定資産 定額法を採用しております。

（リース資産以外） なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

ロ. リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ

っております。

なお、主なリース期間は５年～６年です。

② 無形固定資産
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ハ. リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ

っております。

なお、主なリース期間は５年～６年です。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

② 投資損失引当金 関係会社への投資に対する損失に備えるため、投資先の財政

状態を勘案して、必要額を計上しております。

③ 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当

事業年度の負担額を計上しております。

④ 退職給付引当金 従業員の退職給付の支出に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年

度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式

基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理し

ております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対

照表における取扱いが連結貸借対照表と異なります。

⑤ 受注損失引当金 受注案件に係る将来の損失に備えるため、受注済案件のうち

当事業年度末において将来の損失が見込まれ、かつ、当該損

失額を合理的に見積ることが可能なものについては、翌事業

年度以降に発生が見込まれる損失を引当計上しております。

なお、当該引当金は、これに対応する仕掛品と相殺表示して

おります。
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⑥ 事業整理損失引当金 事業の整理に伴い発生する将来の損失に備えるため、今後発

生すると見込まれる損失額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるプロジェクトについては工事

進行基準を適用し、その他のプロジェクトについては、工事完成基準を適用しております。

　なお、工事進行基準を適用するプロジェクトの当事業年度末における進捗度の見積りは原価比

例法によっております。

(5) のれんの償却方法及び償却期間

　　10年間の定額法により償却しております。

(6) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　　消費税等の会計処理

　　税抜方式を採用しております。

２. 会計上の見積りに関する注記

　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度

に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

　繰延税金資産　1,278,611千円 

　繰延税金資産の認識は、将来減算一時差異に加え税務上の繰越欠損金も勘案のうえ、将来の事業

計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っております。

　当該見積りは、事業計画の基礎となる事業成長率等の一定の仮定を置いていますが、当該仮定は

将来の不確実な経済条件の変動等によって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の

時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重

要な影響を与える可能性があります。

３. 表示方法の変更

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

連結注記表の「３．表示方法の変更」に同一の内容を記載しておりますので、省略しておりま

す。

４. 追加情報

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

連結注記表の「４．追加情報」に同一の内容を記載しておりますので、省略しております。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,401,096千円

　短期金銭債権 836,427千円

　短期金銭債務 49,837千円

営業取引（収益分） 7,907,251千円

営業取引（費用分） 476,715千円

営業取引以外の取引 －千円

用途 種類 場所

リンケージ事業資産

工具、器具及び備品

東京都江東区
ソフトウェア

５. 貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりであります。

６. 損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引高の総額

(2) 関係会社株式評価損

　当社の連結子会社であるＨＵＬＦＴ，Ｉｎｃ．に対する評価損392,296千円であります。

(3) 減損損失

当社は、以下の資産について減損損失を計上しております。

当社は、事業用資産について各事業セグメントを基礎としつつ、経営管理単位を勘案しグルー

ピングを行っております。

上記のリンケージ事業資産については、データ連携基盤構築サービスを中心に新規顧客の契約

数増加及び既存顧客との取引拡大が進展したものの、今後の事業拡大を目指した人員増加等に伴

う販売費及び一般管理費の増加等による事業の収益性低下が今後一定期間見込まれることに伴

い、所有している固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額いたしました。当該減少額は、減

損損失として18,232千円を計上しております。

減損損失の内訳は、工具、器具及び備品7,533千円、ソフトウエア10,698千円であります。

なお、当該資産の回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・

フローに基づく使用価値が見込めないため、回収可能価額を零として評価しております。
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当 事 業 年 度
期首株式数（株）

当 事 業 年 度
増加株式数（株）

当 事 業 年 度
減少株式数（株）

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （ 株 ）

普 通 株 式 510 74 － 584

合 計 510 74 － 584

繰越欠損金 1,126,176千円

関係会社株式評価損 691,736

減価償却超過額 321,097

賞与引当金 148,975

その他 229,271

小計 2,517,257

評価性引当額 △1,164,400

繰延税金資産合計 1,352,857

資産除去債務に対応する除去費用 △55,208千円

前払年金費用 △13,636

その他有価証券評価差額金 △5,400

繰延税金負債合計 △74,245

繰延税金資産の純額 1,278,611

７. 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

８. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

（繰延税金負債）
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種 類
会社等の
名称又は
氏 名

所在地

資 本 金
又 は 出
資 金
(百万円)

事 業 の
内容又は
職 業

議 決 権
等 の 所
有(被所
有)割合
(％)

関連当事者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

その他の
関係会社

㈱クレデ
ィセゾン

東京都
豊島区

75,929 総合信販業
被所有
直　接
46.84

情報処理
サービス
の提供等

営 業
取 引

情報処理
サービス
等の販売

7,859,406
売 掛 金 817,239

前 受 金 113,906

種 類
会社等の
名称又は
氏 名

所在地
資 本 金
又 は 出
資 金

事 業 の
内容又は
職 業

議 決 権
等 の 所
有(被所
有)割合
(％)

関連当事者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子 会 社

世存信息
技術（上
海）有限
公司

中 国 700百万円

システム
受 託 開
発、パッ
ケージソ
フトウェ
ア 販 売

所有
直接
100.00

システム受
託開発、パ
ッケージソ
フトウェア
販 売

増 資 の 引 受 200,000 － －

(1) １株当たり純資産額 871円17銭

(2) １株当たり当期純利益 156円29銭

当期純利益 2,531,815千円

普通株式に係る当期純利益 2,531,815千円

普通株式の期中平均株式数 16,199,461株

９. 関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

（注）１. 取引条件及び取引条件の決定方針等

情報処理サービス等の販売については、価格その他の取引条件は当社と関連を有しない

他の当事者と同様の条件によっております。

２. 取引金額には消費税等は含まれておりませんが、その他の期末残高には消費税等が含ま

れております。

３. 株式会社クレディセゾンは2020年４月１日付で株式会社キュービタスを吸収合併してお

ります。

(2) 子会社及び関連会社等

　（注）増資の引受については、同社が行った増資を全額引受けたものであります。

10. １株当たり情報に関する注記

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
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